
子ども・子育てに関する重点提言 

 子ども・子育て施策の充実強化を図るため、国は、特に次の事項について積

極的な措置を講じられたい。 

１．少子化対策の充実について 

（１）子ども・子育て支援新制度の実施主体である都市自治体が地域のニーズ

に基づきサービスの質・量の改善に向けた総合的な子育て支援施策を展開

することが可能となるよう、１兆円超の財源を確実に確保すること。 

 また、新制度について適切な情報提供を行うとともに、引き続き都市自

治体と丁寧に協議を行い、その意見を的確に反映して制度の充実・改善を

図ること。 

（２）新制度への移行を引き続き促進し、教育・保育の場を計画的に整備でき

るよう、施設整備費や運営費について十分な財政措置を講じるとともに、

移行及び実施に伴う都市自治体及び事業者の事務負担の軽減を図ること。 

（３）公定価格について、すべての施設が安定的に運営できるよう、また、都

市自治体や利用者の負担増を招かないよう、地域の実態を十分に踏まえ、

適切に設定すること。 

また、地域区分について、地域の実情に即したものとなるよう見直すこ

と。 

（４）利用者負担について、地域の実態を十分に踏まえ、適切に設定すること。 

 特に、多子世帯の保護者負担の軽減を図るため、適用範囲の拡大等の一

層の支援措置を講じること。 

（５）保育士の確保及び更なる処遇改善を図るため、公定価格における処遇改

善等加算について、地域の実態を踏まえ、十分な財政措置を講じること。 

また、保育士の勤務条件の緩和や業務負担の軽減など、人材確保に向け

た環境整備を図るため、財政措置の拡充を図ること。 

（６）保育所待機児童の解消や耐震化を含む保育所施設整備等のため、地域の

実態を十分に踏まえ、財政措置の拡充を図るなど、必要な措置を講じるこ

と。 

また、「子育て安心プラン」に基づき、待機児童解消に向けた取組を一層

推進するため、十分な財源を確実に確保するとともに、更なる支援策の拡



 

 

 

充を図ること。 

（７）多様な保育サービスの提供や保育所の適正な運営を確保するため、子ど

ものための教育・保育給付費負担金等について、地域の実情に即した十分

な財政措置を講じること。 

（８）地域の実情に応じた子育て支援施策を安定的に実施し、発達障害等の障

害を有する児童や医療的ケア児など、特別な配慮を要する子どもに対する

多様な保育サービスを提供するため、専任保育士、看護師及び保育補助員

の配置等、十分な財政措置を講じること。 

 

２．幼児教育・保育の無償化について 

（１）幼児教育・保育の無償化は、昨年秋に国において提唱した施策であるこ

と等、これまでの経緯を踏まえ、この新たな施策を行うために必要な財源

については、地方消費税の増収分を充てることなく、国の責任において全

額を国費で確保すること。事務負担の増加に伴う人件費やシステム改修経

費をはじめ、円滑な事務処理に必要となる経費に対しても同様の財政措置

を講じること。 

（２）これまでの待機児童解消の取組に加え、無償化による保育需要の拡大に

対応するため、幅広い保育人材の育成・確保、施設整備費等に対する財政

措置、公定価格における定員超過による減算措置の撤廃または期限の延長

など、必要な支援措置を講じること。 

   また、多様な保育形態の公平性に配慮し、子育て支援拠点事業等の在宅

で育児をする世帯への支援策についても財政措置の充実を図ること。 

（３）無償化の実施に当たっては、子どもたちの教育・保育環境の安全確保が

不可欠である。 

   認可外保育施設等の無償化について、本来、対象は「劣悪な施設を排除

するため」の指導監督基準を満たした施設に限定すべきであり、「５年間の

経過措置」については、その期間や対象施設の質の担保手法を再検討する

こと。 

   また、認可外保育施設やベビーシッター等に対する指導監督基準を見直

すとともに、速やかな基準の順守及び認可保育施設等への移行を支援する

ために必要となる財政措置を講じる等、幼児教育・保育の質の担保・向上

の仕組みを構築すること。 



（４）国は 2019 年 10 月から無償化を実施するとしているが、確実な財源の保

障及び子どもたちの安全を確保するための質の担保手法が国から示されな

い限り、子どもたちの命を預かる都市自治体としては、市民に対する説明

責任を果たすことができず、円滑な実施は困難である。 

 したがって、国は、確実な財源の保障及び子どもたちの安全を確保する

ための質の担保に係る具体的な方針を速やかに提示すること。 

 特に、条例・規則等の整備、利用者への周知やシステム改修等、実務上

の準備に相当な期間を要することから、新たな認定の仕組みや食材料費の

取扱い等を含む制度設計の詳細を早急に明らかにするとともに、周知の徹

底を図ること。 

３．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）について 

（１）放課後児童クラブにおける国の「従うべき基準」については、地域の実

情に応じた施設の設置や運営に多くの支障が生じていることから、速やか

に廃止または「参酌基準化」すること。 

（２）特に、放課後児童支援員については、地域の実情に応じた資格要件のあ

り方を検討するとともに、都道府県と市町村が連携し、真に必要な研修を

適切に実施できるようにするなど、資質の向上に必要な措置を講じること。 

（３）都市自治体が、質の改善や量の拡大に対応できるよう、放課後児童支援

員の処遇改善を図るとともに、施設整備・運営に係る財政措置を拡充する

こと。 

 また、地域の実態に対応した運営が可能となるよう、実施要綱で定める

要件及び交付要綱で定める補助基準額等を見直すこと。 

（４）国・都道府県・市町村・当事者が連携した、質を確保するための協議の

場を設置すること。 

４．児童虐待防止対策及び支援施策を強化するための一層の支援について 

児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策（平成 30 年７月 20 日児童

虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）を実効あるものとし、児童虐待防

止対策及び支援施策の強化を図るため、全国的な研修機会の拡充等による職

員の質の向上のための体制整備、子ども家庭総合支援拠点の設置促進や運営

の充実のための支援措置、専門職配置のための財政措置の拡充、児童相談所



 

 

 

の体制の充実・強化及び設置に当たっての適切な支援措置等、総合的な対策

を拡充すること。 

 

５．子ども医療費に係る全国一律の保障制度の創設について 

  今回の国による幼児教育・保育の無償化に併せて、我が国の将来を担う子

どもたちのため、少なくとも未就学児までの子ども医療費については、全国

一律の国の保障制度を創設すること。 
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